
令 和 ７ 年 ６ 月 １ ２ 日 

都市局国際・デジタル政策課 

                   

都市政策に係る日英協力覚書オンライン締結式を開催します！ 

 ～国土交通省と住宅・コミュニティ・地方自治省（英国）が覚書を締結します～  

１．日  時：令和７年６月１８日（水）１６：４０～ 

２．開催形式：対面・WEB併用 

３．場  所：中央合同庁舎３号館４階大臣応接室（東京都千代田区霞が関２－１－３） 

４．参 加 者： 

対面（国土交通省内）：中野国土交通大臣、ロングボトム駐日英国大使 

オンライン（英国） ：ペニークーク住宅・コミュニティ・地方自治大臣、 

池上在英国日本国大使館特命全権公使 

５．取  材： 

・報道関係者に限りカメラ撮りが可能です。 

・カメラ撮りを希望される方は、６月１６日（月）１５：００までに下記に従いお申し込み

いただくとともに、当日１６：２５までに４階エレベーターホールにお集まりください。 

（１） 申込方法 

電子メールによりお申し込みください。 

（２） 送付先 

makimura-h23c■mlit.go.jp（送信時は「■」を「@」に置き換えてください。） 

（３） 記載事項 

件名：【取材希望】都市政策に係る日英協力覚書オンライン締結式 

本文：氏名（ふりがな）、所属、連絡先（電話番号、メールアドレス）、 

撮影機材（スチール・ムービー等） 

※ 取得した個人情報は適切に管理し、必要な用途以外に利用しません。 

＜問い合わせ先＞ 

都市局国際・デジタル政策課 井熊、福田、牧村 

  電話 代表：03-5253-8111（内線32-215、32-214）、直通：03-5253-8955 

都市政策に係る日英協力覚書締結式をオンライン開催し、中野国土交通大臣及びペニークー

ク英国住宅・コミュニティ・地方自治大臣が協力覚書に署名します。 
G7都市大臣会合を契機として、都市政策分野における日英間の交流が深められてき

たところ、本覚書を通じ両国の協力をさらに深めていくことに合意したものです。 



両国の地方政府、民間部門、学術機関、学生を巻き込みつつ、G7・
OECD等国際枠組みも活用し、以下に関し、担当部門間で意見交流
（１） 都市計画に関する国・地方の制度

（２） グリーン・インフラストラクチャー（緑地やエネルギー効率の高い建物 等）

（３） 都市におけるデジタル化とデータ及び空間計画への応用（デジタ
ルツインモデル、スマートシティ、データ標準化の利用 等）

（４）都市と地方の活性化（都市における包括性とイノベーションの促進 等）

日英都市政策に係る覚書

○ 2023年G7香川高松都市大臣会合後、英国の都市政策担当（住宅・コミュニティ・地方自治省

（MHCLG省））から、都市政策分野における情報・意見交換を行いたい意向が示された。

○ 以降事務的に覚書内容につき調整の上、2024年11月のG7ローマ都市大臣会合に際して
行われた天河国土交通審議官と英国マシュー・ペニークーク閣外大臣とのバイ会談にお
いて、両国大臣間での協力覚書（MOC）締結に大筋合意。

○ 2025年6月18日に、英国側との覚書の署名式（オンライン）を実施予定。

経緯等

協力内容
当日出席者（英国側）

マシュー・ペニー
クーク大臣
（オンライン参加）

ジュリア・ロングボト
ム駐日英国大使
（対面参加）

別紙


